
10 

Ⅱ.経営戦略 
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１〄京都銀行グループが目指す方向 

全従業員の満足度向上 

コンサルティング チャネル 人 財 

社会における信認 市場における信認 

法人総合コンサルティング 

個人総合コンサルティング 店舗戦略 

デジタル戦略 人財戦略 

  事業領域を銀行業から 

  総合金融ソリューション業へ  

     対面サービスとデジタル 

     サービスのベストミックス 

     専門人財々多様な人財の 

          育成々確保 

長期的視点 

 地域の持続的発展 と 当行の持続的成長に向けて 

気候変動対応 

地域・お客さまの満足度向上 

第７次 中期経営計画（2020年4月～2023年3月） 

持続可能な社会に向けた取り組み 長期持続的な企業価値向上に向けた取り組み 

 

新事業創出、事業承継支援 

地域社会全体の脱炭素化々活性化 

健全性、成長投資、株主還元のバランス 

「実質ＲＯ＞」の更なる向上 

親会社株主帰属利益 
（連結当期純利益） 

実質ＲＯ＞ 
（株主資本ベース） 

ＯＡＲ 自己資本比率 

主要指標・実績 

  2022年3月末  中計最終年度 

  206億円    200億円 

  2022年3月末  中計最終年度 

  4.38％    4％以上 

  2022年3月末  中計最終年度 

  59.17％    60％台 

  2022年3月末    中計期間中 

  11.59％        10％以上 
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株主還元  成長投資  

 々強固な財務基盤 

健全性確保、継続的な成長投資、株主還元強化をバランスよく実現 

持続的な 

企業価値の向上 

 

 々安定配当を基本とする 

 々親会社株主に帰属する 

  当期純利益に対する 

  総還元性向５０％を目安 
 
 
 
 
 
 

健 全 性 

     
  

コンサルティング チャネル 人 財 長期的視点 ２〄長期持続的な企業価値向上に向けた取り組み ① 

資本政策の基本的な考え方 

地域企業 
の成長 

当行 
の成長 

地域社会 
の成長 

新たな投資 

々(新事業分野を含む) 成長投資 
々サステナビリティ投融資 
々＜Ｏ２削減に向けた設備投資 
々ベンチャー投資強化 

 配当性向 

25％を目安 

 配当性向 

30％を目安 

総還元性向 

50％を目安 

中計前 中計当初 21年度 
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３．長期持続的な企業価値向上に向けた取り組み ② 

 

 簿価の 約１０％にあたる１６０億円を縮減 

   →初めて縮減額を定め､取り組みの加速を図る 

  ■実施期間は３年程度 

  ■保有意義検証の結果を元に総合的に判断 

  ■地方銀行として取引先との安定的なリレーションは 

     重要であり十分に配慮しつつ実施 0

50

100

150

200

16年度 21年度 

政策投資株式配当収入 （億円） 

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

16年度 21年度 

政策投資評価益 （億円） 

1,740 

1,591  

1,430 

1,000

1,500

2,000

2017年3月 2022年3月 計画 

政策投資株式（上場）簿価 （億円） 

▲150億円 

（▲8.5％） 

５年 

３年程度 

▲160億円 

（▲10％） 

当行の保有株式 

コンサルティング チャネル 人 財 長期的視点 

今後の方針を策定      

生み出した資本は 
企業価値向上へ 
バランスよく活用 

・コンサルティング戦略 
・チャネル戦略 
・人財戦略 
・投融資戦略 
・持続可能な社会実現 

成長投資へ  

株主還元へ  

・総還元性向５０％を目安 

企業価値向上へ 
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ガバナンス 

  TCFD提言への対応状況 

13,802  

8,841  

13年度 20年度 30年度 
計画 

（ｔ） 

13年度対比 
▲50％ 

CO2排出量削減 

 ２０３０年度までに 
 ２０１３年度比▲５０％の削減 

 環 境（Ｅｎｖｉｒｏｎｍｅｎｔ）・  社 会（Ｓｏｃｉａｌ）・  ガバナンス（Governance） 

リスク 投融資方針 

655  
1,385  

10,000  

20年度 21年度 30年度 
計画 

（億円） 

サステナブルファイナンス 

 ２０３０年度までに 
 1兆円のファイナンスを行う 

戦 略 リスク管理 

指標と目標 

物理的 
事 象 

サステナビリティ関連諸課題への組織的な 

取り組みに関する重要事項を審議 

「サステナビリティ経営推進委員会」 
委員長〆専務取締役（代表取締役） 

取締役会／常務会 

報告 

◆「サステナビリティ経営方針」の制定（22.3） 

◆「環境方針」の改定（22.3） 

移行事象 

オペレーショ 
ナルリスク 

信用リスク 

 コンサル 
   ティング々 

ファイナンス 

機会増加 

機 会 

リスク・機会の把握（認識） シナリオ分析 

21年度 22年度～ 

重要セクターの選定 

シナリオ策定 

定性評価 

総合的リスク管理 

ポジティブな 
影響の増大々創出 

ネガティブな 
影響の低減々回避 

～21年度 22年度～ 

シナリオ分析 リスク管理 強化 

リスクカテゴリー
ごとの識別々評価 

既存のリスク管理 
プロセスへの反映 

4〄持続可能な社会に向けた取り組み ① (Ｓ＝＠ｓ／＞Ｓ＠) 

信用リスク 

コンサルティング チャネル 人 財 長期的視点 

＜累計＞ 



地域全体の脱炭素促進へ 
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第一段階 
 

 環 境（Ｅｎｖｉｒｏｎｍｅｎｔ）・ 社 会（Ｓｏｃｉａｌ） 

取組状況整理 
現状把握 理   解 発 信 

顧客向けSDGｓコンサルティング 

地域社会全体の脱炭素化 

京 都 銀 行 

上場企業々サプライヤー双方との取引関係がある強みを生かす 

サプライチェーン全体でのSDGｓ・脱炭素を促進 

京都総合経済研究所 連 携 

SDGｓ宣言サポート 
取組実績 (累計) SDGｓ宣言 

サポート 

優先課題決定 

実 践々 
ファイナンス 

第二段階 
 

⇒ 

サプライヤー a社 

・ ・ ・ 

地元上場企業 

＜島津製作所＞ 

 

 

サプライヤー b社 

サプライヤー c社 

サプライヤー d社 

京都の企業群 
 
「＞Ｓ＠地域金融実践ガイド 
  事例集」に取り組みが掲載 

宣言書 
作成支援 

評価々検証 

専門 
コンサルティング 
（22年度上期予定） 

環境省 
令和３年度「ESG地域金融促進事業」に採択    

持続可能な社会の実現に向けて 

「株式会社 島津製作所と包括連携協定」を締結                       

コンサルティング チャネル 人 財 長期的視点 

 一貫したソリューションを提供 

５〄持続可能な社会に向けた取り組み ② (Ｓ＝＠ｓ／＞Ｓ＠) 

戦略策定 

第三段階 
 

■中小企業のＳ＝＠ｓ々脱炭素への関心度向上 

■顧客向けＳ＝＠ｓコンサルティングの申込 

■新規取引先の開拓 

現時点での成果 

他の京都企業 
への横展開へ 

21/11 22/3 23/3 

計画 

232 先 

 

〒500 先 
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 社  会  （Ｓｏｃｉａｌ） 

■「京銀未来ファンド３号 for SDGs」設立（２２年） 

■K.S.O１号ファンド設立（００年） 

■「京銀まちづくりファンド」設立（２１年１月）     

■「地域づくり京ファンド」設立（２１年３月）  

創業・成長支援 

地域創生 

フ
ェ
ー
ズ

① 

フ
ェ
ー
ズ

② 

フ
ェ
ー
ズ

③ 

２０２１年～  地域トップＶＣを目指して更なる機能強化  

２０１６年～２０２０年 当行グループ独自ファンド設立 

２０００年～  ベンチャーファンド設立 

■大学々学術系ファンドに出資（０7年～） 

■「京銀未来ファンド１号」設立（１６年） 

■「京銀未来ファンド２号」設立（１９年） 

（22.3末 時点） 

■「グローバル々ブレイン８号ファンド」へ出資 
                   （２１年） 

 まちづくり・地域づくりファンド設立・出資 

■「アセットリノベーションファンド」へ出資（２２年２月）     

 連  携 

■三井住友銀行と連携した「運動公園」の有効活用、事業化支援     

■地方自治体と連携した「廃校」の活用支援     

築２０年以上の建築物を活用したサテライトオフィス、シェア   
オフィス、テレワーク施設やグリーン々オープンスペース等の   
整備を含む民間まちづくり事業に投資 

内閣府「地方創生に資する金融機関等の『特徴的な取組事例』」 
に選定され、「内閣府特命担当大臣表彰」を受賞 

事業承継 

■「京銀ネクストファンド」設立（２１年３月）     

事業承継ファンド設立 

２２年３月 １号案件へ投資し、事業承継課題を解決 

ファンド総額 ２０ 億円 

投資社数 ４１ 社 

投資総額 総額 約 １９ 億円 

総額 １００億円 へ 

１０年間で総額 ５０億円を目途に継続的に投資 

１０年間で総額 １００億円 を目途に継続的に投資 

６〄持続可能な社会に向けた取り組み ③ (Ｓ＝＠ｓ／＞Ｓ＠) 

「福知山市『廃校』マッチングバスツアー」を開催し、廃校活用  
 を検討する約８０社を福知山市に紹介 

「京都府立山城総合運動公園」の機能更新々魅力向上のため、 
地域内外の事業者とのマッチングにより事業化を支援   

⇒ 

コンサルティング チャネル 人 財 長期的視点 

◇ 出資総額５０億円突破   



７〄法人総合コンサルティング 
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多様化・高度化する顧客ニーズに対して、営業店・本部が一体となり最適なソリューションを提供 

20 

25 

28 

31 31 

41 

17/3 18/3 19/3 20/3 21/3 22/3

法人ぐるみ収益  
（億円） 

事業メイン先数 新規融資先数 

中計目標 

10,000先 
（20/4～23/3） 

22年3月末 
（2年経過） 

 6,915先 

69.1％ 

お客さまの経営課題 

お客さまの課題把握 

    ５，４０2 件 （20年6月～22年3月） 

全取引先に対する 

課題ヒアリングを推進 

6.5% 

6.2% 

9.5% 

12.0% 

15.8% 

20.6% 

29.4% 

その他 

仕入々外注先 

人材 

経営改善 
々強化 

新事業展開 

事業承継 

売上々集客 

（22年3月末時点） 

コンサルティング チャネル 人 財 長期的視点 

19年度 20年度 21年度 

（先） 中計目標 (22年度) 

20,000先  前倒し達成 

18,028  
18,585  

20,463  

課題解決に向けた取り組み 

ビジネスマッチング 
商談設定件数 22年3月末 

（2年経過） 

 8,696先 中計目標 

10,000先 
（20/4～23/3） 

86.9％ 

1,145  1,019  

1,725  

19年度 20年度 21年度 

（件） 

ビジネスマッチング成約件数 

13  
16  

30  

19年度 20年度 21年度 

（先） 

Ｍ＆：ニーズ受付件数（累計） 

1,452  
1,985  

2,740  

19年度 20年度 21年度 

買収ニーズ 譲渡ニーズ （件） 

Ｍ＆：成約支援先数 



８〄個人総合コンサルティング 

一人ひとりの顧客のライフステージに沿ったコンサルティングを展開 

22年3月末 
（2年経過） 

 6,803先 

5,082  5,488  5,829  

1,067  
1,157  

1,287  6,151  
6,647  

7,119  

20/3 21/3 22/3 

預かり資産残高 

京銀証券 当行 

（億円） 

75,710  76,807  

84,067  

20/3 21/3 22/3

（先） 

中計目標 

10,000先 
（20/4～23/3） 

1,621  1,890  
2,209  

40,232  
45,511  

52,223  

0

20,000

40,000

0

1,000

2,000

19年度 20年度 21年度 

（百万円） （先） 

投信自動積立 ・外貨普通預金自動積立サービス 
月間振替額・契約先数 

68.0％ 

投資信託取引先数 

148  

219  

332  

0

20/3 21/3 22/3

（件） 
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3,077  3,105  

3,975  

19年度 20年度 21年度 

（百万円） 

お客さまのニーズ・課題の的確な把握 

グループ一体となったコンサルティング営業 

多様な顧客接点の確保 

■「お客さまコンサルティング 
      シート」作成件数 

々投信Web口座開設の活用 
々Webセミナー開催やネット証券との提携により強化 

非
対
面 

非対面チャネルの積極的な活用 

 
 ―２拠点目― 

「相続々資産承継ご相談プラザ京都中央」(22年4月新設) 

 

対 

面 

相続々資産承継サポート専門拠点の開設 

預かり資産収益 

■＜？Ｐ取得者数 

225 
292 

406 

20/3 21/3 22/3

（人） 

コンサルティング チャネル 人 財 長期的視点 

25,993  
28,521  

31,240  

20/3 21/3 22/3

（件） 

■京銀証券口座数 

 
17.5 
京銀証券 
営業開始 

３万口座突破 

遺言信託 保管中遺言件数（累計） 

  格付投資情報センター 

「顧客本位の投信販売会社評価」において 

                    「Ｓ」の評価 を取得 



  

17年度 19年度 21年度 
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お客さまの 
デジタル化支援 

 銀行業務・事務手続の 
 デジタル化 

生産性革新々従来型事務のない銀行 

デジタルコネクト 

2017年度 2020年度 
第6次中計 第7次中計 

「対面」と「デジタル」のベストミックスの深化 

９〄デジタル戦略 ① 

【タブレット】 
  受付比率 

【Ｗｅｂ】 
電子契約サービス割合 

96.6％が 
非対面 
（22.3） 

ATM 
 17.3% 

支店 
 3.4% 

28.5% 

87.1% 

12.9% 

52.4% 

20年度上 20年度下 21年度上 21年度下 

【Ｗｅｂ】 
投信販売件数割合 

証書貸付 

融資当貸 

56.3％ 

  銀行サービスの 
  デジタル化 

デジタル分野の 
課題解決型営業 

３つのデジタル化 

銀行業務・事務手続のデジタル化 

【非対面】 
振込比率 

銀行サービスのデジタル化 

868  

21/3 22/3 23/3 

（計画） 

（件） 

京銀ビジネスポータルサイト  

58  

115  

205  

320  

400  

19/3 20/3 21/3 22/3 23/3 

（計画） 

（千件） 

中計目標 
30万件を達成 

京銀アプリ  
【個人】 【法人】 

当初目標 
300 

23.7％ 

普通預金口座開設 
 96.2％ 

投資信託受付 
93.9％ 

生命保険受付 
94.0％ 

17,430 

30,000 

Ｗ＞； 79.2％ 

 ■ 経済産業省「＝Ｘ認定事業者」に認定（22年4月） 

お客さまのデジタル化支援 

■ 「ビジクル」等の京銀ビジネスマッチングサービスを 
  活用したDX支援 

コンサルティング チャネル 人 財 長期的視点 

（22.3） 

お客さまのニーズに合わせたデジタルソリューションの提供 
デジタル分野での課題解決型営業 
 

■ 「京銀BigAdvance」を活用した本業支援 

本部 
連 携 

営業店 

外部 
専門家 

約５０社のＤＸ関連企業と提携 

課題把握 ① 施策検討 ② ③ 導入支援 

ＤＸ支援 



１０〄デジタル戦略 ② 
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デジタルの積極的な活用で、お客さま満足度向上へ 

デジタル分野の知識々スキル 
 

全行員が習得すべきもの ＝ 

３階層に区分し「DX人財」の育成に取り組む 

デジタル技術やデータ活用に精通し、 
当行全体のDX推進を牽引できる人財 等 

DXスペシャリスト 

対象〆本部行員 

当行が提供するデジタルサービス々 
ツールを活用して事業先のDX支援が 
できる人財 

DXアドバイザー 

  対象〆法人総合 
     営業担当等 

当行のデジタルサービス全般の操作方法
や活用方法等をお客さまに対して説明々
サポートできる人財 

デジタルサポーター 
 

取引先のDX支援を強化 

 
 

  対象〆全行員 

22.1～ 事業先のDX支援に必要な知識々 
    スキル習得を目的とした研修を実施 

約800人 
が受講 

22.4～ 

対面営業で 
得た情報 

属性情報 

契約情報 

銀行サービス 
利用情報 

外部情報 

集
約
・
一
元
化 

分
析
・
最
適
化 

クロスナビ（CRM） 

営業活動分析 

顧客行動分析 
マーケティング 

収益管理 
採算予測 

集約 一元化 共有 分析 
22年中(予定) 

最適化 レコメンド 

対面営業 

商品開発 

システム開発 

経営戦略 

事業戦略 

イ
メ
ー
ジ
図 

 京銀アプリ内に「生活総合サービスプラットフォーム」を構築 

■生活総合サービス 

生活総合サービスプラットフォーム 京銀アプリ 京銀アプリからアクセス 

金融ニーズを的確に捉え、
当行が各種金融サービスを 
提供する機会を増大 プラットフォーム上での顧客の行動データ 

金融ニーズ々ライフイベント々趣味々嗜好 

非金利収入の獲得 

ライフイベントに沿ったコンテンツを提供し 
アプリユーザーを地元企業へ送客 

地 元 企 業 

新たな営業支援・顧客情報管理システム ＤＸ人財 

新ビジネス 

コンサルティング チャネル 人 財 長期的視点 

■クロスナビ（CRM）の導入 ■ＤＸ人財の育成 

ＢＴスペシャリスト、データサイエンティストの育成 

階層別に必要な能力をスキルシートに明示 

オンラインサービス 

利用情報 
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地域の特性に応じた営業体制 ⇒ 店舗運営の効率化とコンサルティング機能の充実 

収益環境の変化   オンライン 
サービスの充実   

店舗維持コストへ
の影響大   

事務手続きのための 
窓口利用頻度の減少   

顧客ニーズの 
多様化々高度化   

融資々事業承継々Ｍ＆： 
相続々海外展開 等   

１１〄店舗戦略  
 

顧客接点としての 

拠点は不可欠 

基本スタンス 外部環境 取組スタンス 

店舗運営の 
効率化 

コンサルティング 

機能の充実 

地域マネジメント 

専門拠点 

営業人員の 
戦略的配置 

マーケットに 
応じた拠点展開 

１３グループ、３７店舗 

地域グループ営業体制 

９店舗   

店舗内店舗 

新規融資先数 〒融資以外の成約件数 

約 ９０先 

開所前 
（年換算） 

１９６件 

21年9月（累計） 
【開所後１年】 １５０ 回 

22年3月（累計） 

【開所後10か月】 

  法人特化拠点 

「法人オフィス」 

  相続・資産承継特化拠点 

「相続々資産承継ご相談プラザ」 

  デジタル拠点 

「京銀デジタルコネクト」 

４３６件 

22年3月（累計） 
【開所後１年半】 

■平野法人オフィス(大阪市平野区)  

■明石法人オフィス(兵庫県明石市) 

    ＜20年9月開設＞ 

■東大阪中央法人オフィス（大阪府東大阪市） 

   ＜22年度上期(予定)新設＞ 
       

相談先数（年換算）  

■相続・資産承継ご相談プラザ京都中央 
   ＜22年4月新設＞     （京都市下京区） 

 約１９０先 

開所後 
（年換算） 

イベント開催回数  

■相続々資産承継ご相談プラザ京都北 
   ＜21年7月開設＞  （京都府福知山市） 

   デジタルセミナー々商談会等を開催 
          

地域のデジタル化推進 
     〒 
中小企業への＝Ｘ支援  

コンサルティング チャネル 人 財 長期的視点 

営業エリア全体での 

地域マネジメント 

体制の強化 

店舗の有効活用 

 ■山科支店（京都市山科区） 

   ＜22年5月16日新築開店＞ 

          

 地域ニーズの充足と店舗運営コスト削減の両立          

山科支店          

 ■西院支店（京都市右京区） 

   ＜22年度中＞ 

          

店舗内店舗  

９店舗 

専門拠点  

２３か所 
（予定含む） 

＜21年5月開設＞  
 ■ 京銀デジタルコネクト左京      （京都市左京区） 
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連携の枠組みを活用し、お客さまに付加価値の高いサービスを提供 

   当行 
   京都信用金庫 
   京都中央信用金庫 
 京都北都信用金庫 
 滋賀銀行 

■ＭＥＪ：Ｒ参加行とシステム領域で連携 
   

（１３行） 

京都、千葉興業、岩手、池田泉州、 
愛知、福井、青森、秋田、四国、鳥取、 
西日本シティ、大分、山陰合同 

■海外ビジネス分野での連携 

  「横浜銀行」と業務提携 

デジタル 
・ 

非対面 

コンサル 
ティング 

■取引先のＤＸと海外への販路拡大支援（越境EC） 

     「日本航空株式会社」と業務提携 

■オンラインによる金融商品仲介業務を開始 

    「マネックス証券株式会社」 

  「株式会社 CONNECT」と業務提携 

■取引先の脱炭素の取組支援 

  「e-dash株式会社」と業務提携 

■「：Ｉチャットボット」のＦ：Ｑ充実に向けた業務提携 

   「PKSHA グループ」と “地域金融機関？：Ｑプラットフォーム”  
   の構築に関する基本合意を締結 

■取引先のＤＸ支援を強化 

  「株式会社BusinessTech」と業務提携  

  

■地銀共同センター参加行一体で価値向上の取り組み  

横浜、北陸、北海道、 
 七十七、東日本   

（５行）  

■域内金融機関 非競争分野で相互協力 

「地銀共同センター々MEJAR システム々  
 ワーキンググループ（＜ＭＳ〓Ｗ＠）」の立ち上げ 

共同化範囲の拡大々連携強化 

「域内連携プラットフォーム」を立ち上げ 

  メールカーの共同運行（一部コース） 

コンサルティング チャネル 人 財 長期的視点 

■取引先のＳＤＧｓ（従業員の健康保持・増進等）への取組支援 

  「明治安田生命保険相互会社」と連携協定締結 

システム 
・ 

業 務 

システム領域での連携 
       
非システム領域への取組拡大 

＜横浜銀行との業務提携締結＞ 

（５行庫）  

共同研究 ⇒ 連携強化 

⇒
 



１３〄市場運用 

国内債券を中心に運用を行いつつ、株式投資信託・REITによる収益確保 

国内債券は国債を中心に償還再投資を実施 

外債は利回りの低い米ドル建債券を売却 

投資信託は米国株を中心とした株式投資信託およびREITの売買により収益を確保 

有価証券残高 有価証券評価損益 

利回りの推移 平均年限の推移 

18,055  17,801  16,790  16,636  

1,810  1,762  
1,734  1,721  

1,709  1,748  
1,775  1,294  

1,631  1,551  
1,797  1,959  

23,206  22,863  
22,096  21,610  

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

19/3 20/3 21/3 22/3

投信・その他 外債 株式 国内債券 （億円） 

※評価損益除く 

4.0 

5.0 
5.4 

5.9 

2.4 2.5 
3.5 

5.4 

0.0

2.0

4.0

6.0

8.0

19/3 20/3 21/3 22/3

円債 外債 
（年） 

（億円） 
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内訳

国内債券 △  102

株式 8,887

外債 △  47

その他 74

合計 8,811

評価損益

6.77  
7.98  

9.73  

11.64  

6

8

10

12

0.46 0.41 0.37 0.33 

1.24 1.30 1.38 1.55 

0

1

2

18年度 19年度 20年度 21年度 

（％） 


